
令和 ２ 年度　  一　般　会　計　決 　算　 の　 概　 要
（単位：千円）

須 恵 町 27,263 面 積 職 員 数 うち技能労務職 教育公務員 計

Ⅴ－２ 28,929 16.31 ｋ㎡         人 123 9 132

決算額 決算額 2,539,496

地　方　税 3,163,482 人　件　費 1,465,237 A 1,749,050 284,428

地方譲与税 62,962 895,374 13,841,371 3,839,007 508,051

利子割交付金 1,968 扶　助　費 1,910,051 B 290,868 4,221,784

配当割交付金 9,916 公　債　費 608,107 13,397,661 5,878,925 3,078,786

株式等譲渡所得割交付金 12,968 608,107 C 1.24

地方消費税交付金 563,364 0 A－B 443,710 3,166,676 540,447

ゴルフ場利用税交付金 0 3,983,395 D 3,126,924 保証又 確定 0

自動車取得税交付金 0 物　件　費 2,353,082 27,403 98.7 は補償 未定 0

自動車税環境性能割交付金 7,756 維持補修費 61,674 E 162,011

法人事業税交付金 19,181 補助費等 4,227,616 C－D 416,307 4,797,113 0

地方特例交付金 52,846 649,072 F 3,045,612 0

地方交付税 1,948,350 繰　出　金 1,314,027 7,288 0.633

内 普通交付税 1,749,050 積　立　金 447,996 G 義務的経費 29.7

訳 特別交付税 199,300 投資及び出資金.貸付金 16,463 94,949 ―

　人　件　費 10.9

5,842,793 前年度繰上充用金 0 H ―

　公　債　費 4.5

交通安全対策特別交付金 4,987 投資的経費 993,408 0 7.2 投資的経費 7.4

分担金及び負担金 74,690 23,098 I 50.5   普通建設事業費 7.4

使　用　料 49,157 993,281 100,000     うち単独事業費 3.4

手　数　料 71,347 補助事業費 534,590 J   失業対策事業費 0.0

国庫支出金 4,667,167 単独事業費 458,691 F+G+H-I 2,237 その他 62.9

国有提供交付金 0 　 そ  の  他 0 2.28 7.1

県支出金 911,596 127 101.8 271,502

財産収入 87,438 0 5,687,116 92.5 415,529

寄　附　金 931,052 13,397,661 うち人件費 20.8 281,324

繰　入　金 101,669 5,532,523 うち公債費 10.2 296,440

繰　越　金 421,016 収益事業収入 0 財政力指数＝(基準財政収入額／基準財政需要額)の直近３年平均 49,232

諸　収　入 130,566 標準財政規模に対する割合(％) 0 1,000

地　方　債 547,893 基準財政需要に対する割合(％) 0 実質収支比率＝(実質収支／標準財政規模)×100

0

290,868 発行可能額　 290,868 　　　　

13,841,371

うち臨時財政対策債 ＝ 5,532,523 ／（ 5,687,116 + 0 + 290,868 ) × 100

歳　入　合　計

経常一般財源比率＝経常一般財源等収入／(普通交付税 + 標準税収入額等)×100 水 道 事 業

うち減収補てん債特例分 経常収支比率＝経常経費充当一般財源／(経常一般財源等収入＋減収補てん債特例分+臨財債)×100

農業集落 排水 事業

　公 営 事 業 会 計 へ の 繰 出

 災害復旧事業費 経常一般財源等
収 入

経 常 一 般 財 源 比 率 国民健康 保険 事業

 失業対策事業費 経 常 収 支 比 率 後期高齢者医療事業

歳　出　合　計 経 常 経 費 充当
一 般 財 源

介 護 保 険 事 業

収　益　事　業　の　状　況 公 共 下 水 道 事 業

内
　
　
訳

 普通建設事業費 取 崩 し 額
※赤字比率が赤字の場合には「-」で表示しています。
※一般会計以外の特別会計企業会計を含んでいます。

内
　
訳

実質単年度収支

　そ　の　他　の　指　標（％）

歳 出 決 算 倍率 実 質 収 支 比 率

一般財源 (計) 繰 上 償 還 金 連結実質赤字収支比率

実 質 公 債 費 比 率

うち人件費 財 政 調 整 基金 将 来 負 担 比 率

財 政 力 指 数
（ ３ カ 年 平 均 ） 歳出決算構成比の状況（％）

財 政 調 整 基金 健全化判断比率の状況

積 立 額 実 質 赤 字 収 支 比 率

そ　の　他

基 準 財 政 需 要 額 実質的なもの

うち一部組合負担金 単 年 度 収 支 基 準 財 政 収 入 額 土地開発基金現在高

越 す べ き 財源 徴 収 率 ( ％ ) (翌年度以降支

　出予定額)

実 質 収 支 財 政 力 指 数 の 状 況

 元利償還金 歳入歳出差引額 税 収 入 状 況（現年課税分） 現債高倍率（倍）

 一時借入金利子 調 定 済 額 　債務負担
　行為額

物件の購入等

（小　  計） 翌 年 度 へ 繰り 収入済額(過納額除く)

歳 出 総 額
臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額 地方債

現在高

政府資金

計 その他

類　　　型 R3.3.31住基人口

区　　　分 区　　　分 収　支　の　状　況 標　準　財　政　規　模

積立金
現在高

財調基金

歳 入 総 額 普 通 交 付 税 減債基金

 うち職員給 標 準 税 収 入 額 等 その他

団　体　名 27年　国調人口 一般職員 消防職員 臨時職員


